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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体を吸入、吐出するためのポンプアセンブリであって、
　前記流体を汲み上げるハウジングと、該ハウジングに取り付けることができる支持フレ
ームと、前記ハウジング内で回転し前記流体を搬送することができるロータとを備え、
　弾発性材料から成る前記ハウジングは、内表面と、前記流体の吸入口を含む吸入部と、
前記流体の吐出口を含む吐出部と、ダイアフラム部とを備え、
　前記ハウジングと前記ロータは使用のために組立てられるときには、前記ロータのハウ
ジング係合表面領域と前記ハウジングの内表面との間は接触してシールされ、
　前記ハウジング係合表面領域から半径方向内側に配置された前記ロータのチャンバ形成
表面領域は、前記ハウジングの内表面との間にチャンバを形成し、
　使用中に前記ロータが前記ハウジング内で回転するとき、前記チャンバは流体を前記吸
入部から前記吐出部に搬送し、
　前記ロータは前記内表面に対して回転する前記ハウジング係合表面領域に応じて、前記
ハウジングにトルクを加え、
　前記チャンバ形成表面領域が前記吐出口から前記吸入口に移動するときには、前記ダイ
アフラム部は前記チャンバ形成表面領域に接触し、流体が前記吐出口から前記吸入口に流
れることを防止して、前記吐出部を介して前記チャンバから流体を排出するように作用し
、
　前記支持フレームは使用のために組立てられるときに、前記ハウジングの複数の離間し
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た部分に取り付けられて、少なくとも部分的には前記ハウジングを取り囲み、前記吸入部
、前記吐出部そして、前記ロータと一体化したロータ駆動シャフトを取り付けるためのポ
ートを含み、前記ロータによって前記ハウジングに加えられるトルクを相殺するために十
分な剛性を有するポンプアセンブリ。
【請求項２】
　前記支持フレームは前記ダイアフラム部、又は前記内表面の領域が前記ハウジングの前
記離間した部分の間に据えられるように配置される請求項１に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３】
　前記ハウジングの前記離間した部分は前記吸入部及び前記吐出部をそれぞれ含む請求項
１又は２に記載のポンプアセンブリ。
【請求項４】
　前記ハウジングの前記離間した部分は、それぞれ前記吸入部と前記吐出部とを備え、前
記支持フレームのポート部と前記ハウジングの外表面との間にはギャップがあり、前記支
持フレームの前記ポート部は前記ロータ駆動シャフトを収容するように配置され、それに
よって使用時に、前記ロータはロータ駆動機構によって回転させることができる請求項１
～３の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項５】
　前記支持フレームは前記吸入部と前記吐出部との間において前記ハウジングの壁部に取
り付け可能である請求項１～４の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項６】
　前記支持フレームは複数から成り、前記支持フレームは互いに或いは前記ハウジングと
共働するように構成され、使用のために組立てられたときには異なる前記支持フレームが
前記ハウジングの異なる部分に取り付けられる請求項１～５の何れか１項に記載のポンプ
アセンブリ。
【請求項７】
　前記支持フレームは１個又はそれ以上の流体搬送装置によって前記ポンプアセンブリに
加えられる力に応じて、前記ハウジングが伸張又は圧縮されることを実質的に抑止するよ
うに構成され、十分な剛性を有する請求項１～６の何れか１項に記載のポンプアセンブリ
。
【請求項８】
　前記ハウジングが前記ロータの回転軸線の前記トルクに応じた変形、伸張、圧縮、回転
等の作用を受けないだけの剛性を十分に備えていない場合に、前記吸入部及び前記吐出部
が使用中の流体搬送装置に接続される請求項１～７の何れか１項に記載のポンプアセンブ
リ。
【請求項９】
　前記ハウジングが前記ロータの前記ハウジング係合表面領域とのシール時の接触に応じ
て可逆的に膨張するように構成される請求項１～８の何れか１項に記載のポンプアセンブ
リ。
【請求項１０】
　前記支持フレームはそれぞれの流体搬送装置に前記吸入部と前記吐出部をそれぞれ取付
けるための取付機構を有し、及び／又は接続するための、少なくとも１個の接続機構を備
える請求項１～９の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項１１】
　前記支持フレームは使用のために組立てられるときに、前記ハウジングの支持されてい
ない外表面から離して取り付けられ、支持されない前記外表面は前記ロータや前記ロータ
の回転による前記ハウジングの膨張に応じて変形されうる請求項１～１０の何れか１項に
記載のポンプアセンブリ。
【請求項１２】
　前記支持フレームは前記ロータの回転に応じて前記ダイアフラム部が撓めるように、前
記ハウジングの係合と前記ロータのチャンバ形成表面領域に作用する弾発性付勢機構を備
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え、前記弾発性付勢機構の近位側は前記ダイアフラム部に当接して、半径方向に沿って往
復運動し、前記弾発性付勢機構の遠位側は前記支持フレームに取り付けられ、前記ハウジ
ングに対して安定して保持される請求項１～１１の何れか１項に記載のポンプアセンブリ
。
【請求項１３】
　前記支持フレームは使用のために組立てられるときに、前記ハウジングの支持された外
部表面領域に接触するように構成され、前記ロータの回転に応じて前記ハウジングに対し
て形成された前記弾発性付勢機構の一部の往復運動による反作用力を相殺する請求項１～
１２の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項１４】
　前記支持フレームは使用時に前記ダイアフラム部を前記ロータに当接して撓ませる、前
記弾発性付勢機構の少なくとも一部を収容するための溝を備えた請求項１２又は１３に記
載のポンプアセンブリ。
【請求項１５】
　前記支持フレームは前記ダイアフラム部に隣接して延在する前記ハウジングの壁部を収
容するためのスロットを備える請求項１～１４の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項１６】
　前記スロットは前記ハウジング内の流体を留めておくのに十分な力で前記壁部を支持す
るように構成される請求項１５に記載のポンプアセンブリ。
【請求項１７】
　前記ロータが前記ロータ駆動シャフトを備える請求項１～１６の何れか１項に記載のポ
ンプアセンブリ。
【請求項１８】
　前記支持フレームは前記支持フレームを前記ロータ駆動機構に取り付けるための、駆動
部取付機構を含む請求項１～１７の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項１９】
　前記支持フレームが組立て及び分解が可能な、複数のフレーム部材を備える請求項１～
１８の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２０】
　前記ハウジングの異なる外表面領域にそれぞれ取り付け可能な、複数の前記支持フレー
ムを備える請求項１～１９の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２１】
　前記支持フレームはポリプロピレン、ポリカーボネート、フェノール樹脂又はエポキシ
樹脂、アセタール、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、アクリロニトリルブタジエンスチレン（
ＡＢＳ）又はポリアミド樹脂から選択された材料から成る請求項１～２０の何れか１項に
記載のポンプアセンブリ。
【請求項２２】
　前記ダイアフラム部の平均的厚さが０．１～３．０ｍｍであることを特徴とする請求項
１～２１の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２３】
　前記ハウジングは前記吸入部と前記吐出部との間で方位角方向に向かい、かつ前記ハウ
ジングの前記内表面から前記外表面領域まで半径方向に延びる基壁部を備え、チャンバが
前記吸入部から前記吐出部まで回転するときに前記基壁部の容積は、７００ｋＰａまでの
圧力を有する流体をチャンバ内に収容するのに十分に大きくなることを特徴とする請求項
２０～２２の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２４】
　前記基壁部は前記ダイアフラム部の平均の厚さの少なくとも４倍の平均の厚さを有する
請求項２３に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２５】
　前記弾発性材料がエラストマー材料又は熱硬化性樹脂を含む請求項１～２４の何れか１
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項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２６】
　前記弾発性材料はポリエチレン、ポリプロピレン、ゴム変性ポリプロピレン、可塑化ポ
リ塩化ビニル（ＰＶＣ）、又は熱可塑性コポリエステルエラストマー、シリコーンゴム、
ブチルゴム、ニトリルゴム、ネオプレン、エチレンプロピレンジエンモノマー（ＥＰＤＭ
）ゴム、又はフルオロエラストマー材料及びこれらの混合物から成る材料から選択される
請求項１～２５の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２７】
　前記弾発性材料が１ＭＰａ～１，５００ＭＰａのヤング率、引張弾性率及び／又は曲げ
弾性率を有する請求項１～２６の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２８】
　前記弾発性材料が一般的なショア硬度Ｄ又はショア硬度Ａ（デューロメータ硬さ）の値
が５～５０を有するか、又は硬さが５０ショア硬度Ａ～９０ショア硬度Ｄであることを特
徴とする請求項１～２７の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項２９】
　前記ロータが使用中に回転するときに、少なくとも前記ダイアフラム部の一部が、前記
チャンバ形成表面領域と接触しながら前記ロータの前記ハウジング係合表面領域に接触す
る面から０．２～６ｍｍの半径方向距離に離れて移動する請求項１～２８の何れか１項に
記載のポンプアセンブリ。
【請求項３０】
　前記ロータの前記チャンバ形成表面領域が、前記回転軸線を含む全ての平面において凹
状断面を呈するように構成され、前記ロータの前記チャンバ形成表面領域の全面は凸状断
面を有するように構成される請求項８～２９の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３１】
　前記ハウジング及び前記ロータは前記ロータが１０回転／秒で回転するときに、多くと
も毎秒０．５ミリリットル（ｍｌ／ｓ）の流量の流体を吸入、吐出できるように構成され
る請求項１～３０の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３２】
　前記ロータがそれぞれ１～１０マイクロリットル（μｌ）の容量を有するチャンバ（ボ
ーラス）を２個又は３個の前記チャンバ形成表面領域を有し、約１０ｒｐｓのロータ回転
速度において約０．０２～０．３ミリリットル／秒の速度で流体を吸入、吐出することが
できる請求項１～３１の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３３】
　前記ハウジングのキャビティの平均的直径が１～５０ｍｍである請求項１～３２の何れ
か１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３４】
　前記ハウジングのキャビティの平均的直径が１～１０ｍｍであり、前記弾発性材料のヤ
ング率、引張弾性率及び／又は曲げ弾性率が最大でも２００ＭＰａである請求項１～３３
に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３５】
　前記ポンプは前記吸入部と前記吐出部との間の平面に関して対称であり、前記ロータの
回転軸線を含み、前記ロータは前記ロータの回転軸線に対していずれの方向にも回転可能
であり、前記ロータの回転方向に応じて流体を前記吸入口から吐出口に、又は前記吐出口
から前記吸入口へと吸入吐出が可能な請求項８～３４の何れか１項に記載のポンプアセン
ブリ。
【請求項３６】
　キットの形態で提供される請求項１～３５の何れか１項に記載のポンプアセンブリ。
【請求項３７】
　前記ポンプアセンブリに接続するように構成された請求項１～３６の何れか１項に記載
の流体輸送アセンブリ。
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【請求項３８】
　前記ロータは、前記ロータ駆動シャフトを備えるか、又はロータ駆動シャフトに結合さ
れており、前記支持フレームは２つ、３つ又はそれ以上の相互接続可能なフレーム部材を
有し、使用中に組立てられるときには、前記支持フレームは前記ハウジングの吸入部及び
吐出部に取り付けられて、前記ハウジング、前記支持フレーム及びロータは共働して構成
される請求項３７に記載の流体輸送アセンブリ。
【請求項３９】
　吸入部結合機構及び吐出部結合機構を有して前記支持フレーム及び前記ハウジングと共
働して構成され、前記吸入部結合機構及び前記吐出部結合機構はそれぞれのポートに隣接
して前記支持フレームに取り付けられ、流体が前記吸入部結合機構を通して前記ハウジン
グの前記吸入部に流入し、吸入された流体が前記ハウジングの前記吐出部から前記吐出部
結合機構を通って排出される請求項３７又は３８に記載の流体輸送アセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポンプのアセンブリ（組立用部品）であって、特にロータを備えたダイアフ
ラム式ポンプに関するものである。
【０００２】
　欧州特許公開２４２２０４８号公報には、ロータの通路を形成する内表面を備えたハウ
ジングと、ハウジング内にあってロータの通路上の第１の位置に形成される吸入口と、ハ
ウジング内にあってロータの通路上の第１の位置から離れた第２の位置に形成される吐出
口と、ハウジング内で回転可能なロータとから成るポンプが開示されている。ロータ上に
は少なくとも１個の第１の面が形成され、ハウジングのロータ通路を遮蔽し、少なくとも
１個の第２の面が形成され、ロータはロータ通路を周回して吸入口から吐出口まで流体を
搬送できるように、ロータ通路との間にチャンバを形成する。弾発性を有し、ロータ通路
上に配置されるシール材は、ロータの回転方向にあって吸入口と吐出口の間に延在し、第
１のロータ表面は吐出口から吸入口へと流体が漏洩しないように、弾発性を有するシール
材で遮蔽される。
【０００３】
　特にダイアフラム式のポンプでは、比較的小さいポンプを含め、（大きさの割には）比
較的大流量で、正確な量の流体を吸入し吐出できる製品が求められている。このようなポ
ンプはまた、比較的効率良く製造されることが望ましい。
【０００４】
　第１の態様では、流体（特に液体）を汲み上げるハウジングと、ハウジングへ取り付け
可能な支持フレームと、ハウジング内で回転するロータ（この際のロータは長手方向の回
転軸線の回りを回転する）とから成るポンプが開示される。ハウジングは弾発性を有する
材料から成り、内表面と、流体の吸入口を有する吸入部と、流体の吐出口を有する吐出部
と、ダイアフラム部を備えている。使用のために組立てられる際には、ロータのハウジン
グ係合表面領域が内表面との間にシール干渉接触領域を形成し、ロータのチャンバ形成表
領域が半径方向の内側にきて、ハウジングとロータとは共働するように配置される（換言
すれば、チャンバは一方の側のチャンバ形成表面領域と反対側の内表面領域の間に形成さ
れる）。使用中にロータがハウジング内で回転すると、チャンバは流体を吸入部から吐出
部に搬送することができる（換言すれば、チャンバが吸入部と吐出部の間で回転すると、
流体はチャンバ内に収容され、チャンバは内表面に対して移動する）。ロータは内表面に
対して回転するハウジング係合表面領域に応じてハウジングにトルクを加える。チャンバ
形成表面領域が吐出口から汲入口に移動するにつれて、ダイアフラム部は流体が吐出口か
ら汲入口に流れることを防止し、吐出部を介してチャンバから流体を排出するように作用
する。支持フレームは使用のために組立てられるときには、ハウジングの複数の離間した
部分に取り付けられ、ロータによってハウジングに加えられるトルクとのバランスをとる
ために、十分な剛性を有するように構成されている（支持フレームはハウジングの一部又
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は容積によって間隔を空けられ、離間した部分に接続し、支持フレームは互いに接合可能
な複数のフレーム部材から形成される）。
【０００５】
　支持フレームはハウジングの（少なくとも）離間部分の相対的な移動や変形に抗して、
実質的には離間部分同士の動きや、ロータ軸線との間のずれを抑制するように配置される
。この動きは、特に方位角方向への相対的な移動や変形や使用時のロータの回転に応じて
、ロータの軸線の回りに生ずる変形などに限定されることはない。支持フレームはロータ
を回転させるためにロータ駆動機構に取り付け可能であり、ロータの回転する使用時にも
動きが生じないように固定される。
【０００６】
　少なくとも、（可動な）チャンバ内に汲み上げられた流体が運ばれる際には、ハウジン
グの内表面の領域に隣接する部位は、ハウジングと係合する表面と接触干渉を起こさない
ように十分に硬くなっており、吸入される流体の圧力を所定内に保つことができる。ハウ
ジングに使われる弾発性を有する材料（他の作動条件、例えば温度）が与えられると、ハ
ウジング中の例えば壁の部分における硬度は、他の全ての条件が同じであれば、ハウジン
グの体積や厚さによって決まる。
【０００７】
　第２の態様で例示されるポンプアセンブリでは、１個又はそれ以上の個数の部品が配置
される。例えば、組立部品一式は１個又はそれ以上の個数のハウジング、ロータ、支持フ
レーム、支持フレーム用の部材と弾発性を有する付勢機構から成る。
【０００８】
　第３の態様では、例示されたポンプアセンブリに接続するために流体搬送装置が配置さ
れる。流体搬送装置は、例えば、チューブ、ホ－ス、パイプ或いはコンテナー容器などか
ら成る。
【０００９】
　第４の態様では、例示されたポンプアセンブリと、吸入用及び／又は吐出用の流体搬送
装置を備えた流体輸送装置が提供される。例えば、流体輸送装置は製造工場での工業用液
体や、病院一般や手術時に使う薬剤用液体又は体内注入するための流体、家庭用として消
耗される流体等の輸送に使われる。
【００１０】
　本発明では、種々のポンプアセンブリや組合わせが、条件を付けることなく、また網羅
的になることもなく開示される。例示されるポンプアセンブリは、現実に使用される形態
、キットの形態や、一部が組立てられた形態で開示される。
【００１１】
　幾つかの例示的な構成では、少なくとも２つの離間した部分は、それぞれハウジングの
近位部及び遠位部に隣接する。幾つかの事例では、ダイアフラム部及び／又はロータを収
容するためのハウジング内のキャビティは、少なくとも２つの離間した部分の間に配置さ
れてもよい。また、幾つかの例では、少なくとも２つの離間した部分を接続する（概念上
の）直線部分が、ダイアフラム部及び／又はキャビティを通過することができる。幾つか
の例では、支持フレームは２、３個所又はそれ以上の離間した部分に取り付ける（及び接
続する）ことができる。例えば、３個所又は４個所の離間した部分に取り付けることもで
きるし、幾つかの例示的な構成では、内表面の領域は離間した部分の間に配置してもよい
。
【００１２】
　幾つかの例示的な構成では、ハウジングの離れた部分は吸入部或いは吐出部を備えてい
る。換言すれば、支持フレームはハウジングの吸入部及び吐出部の両者に取り付けられる
。ハウジングの離間した１個の部分には、ロータ駆動機構の一部或いはロータの駆動シャ
フトを取り付けるためのポートが備えられる。
【００１３】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームは吸入部と吐出部が使用時のロータの回転に
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応じて、ロータ軸線の回りを動くことを実質的に抑制、防止する。それによって、吸入部
と吐出部の位置は一定に保持される。
【００１４】
　幾つかの例示的な構成において、支持フレームはハウジングに付加する１個又はそれ以
上の流体搬送装置が動く際に、ハウジングに加わる圧力に応じて、ハウジング又はハウジ
ングの一部が伸張され、圧縮されることを抑制するために設置される。例えば、吸入部と
吐出部のうちの一方は、第１流体搬送装置（例えば、流体容器）に連結され、吸入部と吐
出部の他方は、第２流体搬送装置に連結される。支持フレームは吸入部及び吐出部に取り
付けられ、その際に、ハウジングの吸入部及び吐出部が第１及び第２の流体搬送装置と間
接的に結合されるように設置することができる。ポンプアセンブリが第１の流体搬送装置
に懸架され、第２の流体搬送装置がポンプアセンブリに懸架されると、支持フレームに張
力が掛かることになる。支持フレームは張力（この例では重力によって誘発される）のほ
ぼ全体を担うことによって、ハウジングが実質的に引き延ばされることを防ぐ。
【００１５】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームは使用のために組立てられるときは、吸入部
と吐出部の間でハウジングの壁部に取り付けられる（本明細書で取り付けられると表現さ
れた場合には、相対運動は阻止されるか、又は実質的に防止されることを意味する）。幾
つかの例示的な構成では、支持フレームはダイアフラム部及び壁部を含むハウジングの本
体部分の吸入部と吐出部の間に取り付けられる。本体部の容積は十分な大きさを有し（例
えば壁部は十分な厚さを有している）、そのため、ロータの回転時にロータ軸線の回りに
おけるダイアフラム部の動きは抑制される。
【００１６】
　支持フレームは使用のために組立てられるとき、吸入部と吐出部及びロータを駆動する
ためのロータ駆動機構を備え、ロータの回転時にロータ軸線或いはポート部に対して吸入
部及び吐出部の動きを有効に規制する。
【００１７】
　支持フレームは使用のために組立てられるとき、吸入部及び吐出部、そしてロータ駆動
シャフトを取り付けるためのポートを備えることができる。ロータ駆動シャフトのための
ポートは、ロータが駆動機構からトルクを得てハウジング内を回転する際の通路に配置す
る。ロータ駆動機構は、支持フレームの外側に備えられてもよい。幾つかの例示的な構成
では、支持フレーム（２個、３個又はそれ以上の数の接続可能な支持フレーム部材を含む
）はポート部を有し、ポート部は使用中にロータ駆動シャフトが支持フレーム内を通過で
きるように、ポートを備えている。
【００１８】
　幾つかの例示的な構成では、（支持フレームが取り付けられる）ハウジングの離間部分
には、吸入部及び吐出部を配置され、ハウジングの外表面と、ロータ駆動シャフト用の支
持フレームに取り付けられたポートとの間にはギャップが生ずる。
【００１９】
　幾つかの例示的な構成では、ロータはロータ駆動シャフトを備えるか、又はロータ駆動
シャフトと結合し、支持フレームはポートを含むポート部を備え、ロータ駆動シャフト及
び支持フレームは、ロータ駆動シャフトがポート部に回転可能に接続できるように共働し
て作用することができる。例えば、ロータ駆動シャフトは周方向に延びる円環状のフラン
ジ又は溝部を有し、使用時にロータ駆動シャフトが回転すると、フランジ又は溝はロータ
に隣接してポート部の内表面又は外表面に抗して回転する。
【００２０】
　支持フレームはロータ取付機構を備え、それによって支持フレームはロータを駆動する
ロータ駆動機構に取り付けられ、ロータの回転によってハウジングに加わるトルクが支持
フレームの回転を防止する。
【００２１】
　幾つかの例示的なポンプアセンブリでは、使用のために組立てられる際に、ハウジング
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の異なる部分に、異なる支持フレームが取り付けられるように、支持フレーム同士或いは
ハウジングと共働して、構成する複数の支持フレームを備えることができる。異なる支持
フレームはハウジングの異なる部分間の相対運動、及び／又は使用中のロータ軸線回りの
ハウジングの異なる部分の動きを規制し、又は実質的に防止することができる。例えば、
第1の支持フレームは吸入部と吐出部に取り付け可能であり、第２の支持フレームは吸入
部と吐出部との間のハウジングの壁部に取り付け及び／又は弾発性付勢手段に接触及び／
又は支持するためのシートを提供することができる。幾つかの例では、複数の支持フレー
ムが互いに取り付けられ、又は互いに接触してもよく、他の幾つかの例では互いに分離さ
れていてもよい。種々の例では、複数の支持フレームは互いに移動不能に取り付けられる
か、互いに回転可能に、又は一部固定可能に、そして／又は互いに平行移動可能に取り付
けてもよい。支持フレームを相互に取り付けることも、接触により取り込むことも含む。
【００２２】
　キャビティは内表面に接続する両端部を有し、（ロータがハウジング内に存在しない場
合は）端部の一方又は両方は開いていてもよい。ロータは細長くてもよく、円筒状及び／
又は円錐形の領域を含む側面に接続する一対の対向する端部を有してもよい。ロータの側
面は、１個、２個、３個又は４個（又はそれ以上）のチャンバ形成表面領域を有し、それ
ぞれのチャンバ形成表面領域は、ハウジング係合表面領域から半径方向内向きに設けられ
る。１個以上の又は全てのチャンバ形成表面領域は、全体的に或いは部分的にハウジング
係合表面領域によって取り囲まれる。ロータの側面は、チャンバ形成表面領域のそれぞれ
を囲む単一の連続したハウジング係合表面領域を有している。ロータの何れかの端部に隣
接するハウジング係合表面領域は、ロータの回転の全周に延びて、流体がチャンバからキ
ャビティの何れかの端部に流れることを防止する。
【００２３】
　幾つかの例示的な構成では、（支持フレームがないと）ハウジングは十分な硬さを持た
ないため、トルクに応答して回転方向にねじれたり、方位角方向又は回転方向へねじれ変
形してしまう。例えば、ハウジングの容積又は壁の厚さは、使用中のロータの回転に応じ
て、吸入部／又は吐出部、及び／又はダイアフラム部、及び／又は内表面の移動、回転又
は歪み等を防止するために十分ではない場合がある（即ち、支持フレームを用いないため
に）。支持フレームはハウジングの弾発性材料よりも実質的に高い弾性率又は曲げ弾性率
及び／又は硬度を有する材料を含むか、又はそれらから形成することができる。
【００２４】
　幾つかの例示的な構成では、使用時にロータの回転に応じて吸入部及び吐出部に生ずる
相対的な動きを抑制するために、十分な硬さを保証する支持フレームを構成することがで
きる。支持フレームの硬さ（剛性とも称することができる）は、形成される材料並びにそ
の形状と容積に依存する。例えば、支持フレームの十分に高い剛性は、一方で比較的高い
弾性率又は曲げ弾性率、及び／又は一方では高い硬度にするか、他方では支持フレームの
体積を比較的低くすることによっても達成することができ、それぞれは与えられた設計基
準に基づいて採用することになる。支持フレームはヤング率、弾性率又は曲げ弾性率、硬
度において、ハウジングの弾発性材料の持つ少なくとも２倍、又は少なくとも１０倍、又
は少なくとも１００倍の物性を有する材料を含むか、又はそのような材料から形成するこ
とができる。
【００２５】
　幾つかの例示的な構成では、ハウジングは、ロータのハウジング係合表面領域とのシー
ル干渉接触に応じて可逆的に膨張するように構成される。この構成によって、ロータのハ
ウジング係合表面領域とハウジングの内表面との間のシールは強化され、結果として、ハ
ウジングは比較的高い流体圧力の下で、チャンバ内から流体が漏れるリスクは軽減される
。
【００２６】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームは吸入部及び／又は吐出部を流体搬送装置に
結合するために、少なくとも1個の結合機構を備えるか、又はそれへの取り付けを可能に
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する。例えば、結合機構は、吸入部及び／又は吐出部を共働する流体搬送装置に接続する
ための、ホース継手、ねじ付きノズル、ルアー継手、雄型又は雌型結合アダプタ、又はク
ランプ機構を備えることができる。幾つかの例示的な構成では、ポンプアセンブリは、吸
入部及び吐出部をそれぞれの流体搬送装置に結合するために少なくとも１個の結合機構を
備えることができる。
【００２７】
　幾つかの例示的な構成では、ポンプアセンブリは吸入した流体を第２の流体と合流させ
る機構を備えることができる。第２の流体は、吸入部及び／又は吐出部の中又は近傍で、
及び／又はハウジングのキャビティ内でポンプ流体と合流させてもよい。ハウジングには
吸入された流体と合流させるために、第２の流体を搬送する第２の吸入口、第２の流体の
通路又は開口部を備えることができる。
【００２８】
　幾つかの例示的な構成では、吐出部及び吸入部は互いに実質的に異なる方向を向き、ポ
ンプは吸入部を経て一方向から流体を受け取り、吐出部を通って実質的に異なる方向に流
体を排出する。例えば、吐出部は吸入部の方向に対して実質的に垂直方向に配置すること
ができる。吸入部及び吐出部は、ほぼ同軸上にあっても、又は実質的に同軸上になくとも
よい。例えば、吸入部及び吐出部は長手方向の軸線を有し、互いに実質的に平行であって
もよいが、吸入部及び吐出部は離間して同軸上になくともよい。
【００２９】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームはロータを回転駆動するためのロータ駆動機
構に取り付け可能であり、使用時にロータが回転するときには、吸入部、吐出部及びロー
タ駆動機構の相対的な動きを抑制するか、又は実質的に防止するのに十分な硬さを有する
。幾つかの例示的な構成では、支持フレームは吸入部及び／又は吐出部が接続される１個
又は複数の流体搬送装置に取り付け、保持され得る部材を実質的に静止固定される。幾つ
かの例では、この部材は、使用中に回転するロータを駆動するためのロータ駆動機構を含
むことができる。例えば、ロータ駆動機構は、ロータ駆動シャフトを回転させるモータを
備えてもよく、ロータはシャフトと嵌合するか、又は他の何らかの方法でシャフトに結合
してもよい。幾つかの例示的な構成では、ロータはロータ駆動シャフトを備えることがで
き、ロータ駆動シャフトはロータの延長上にあってロータと一体化することができ、使用
のために組立てるときには、ロータ駆動シャフトを形成するためのポートを備えたポート
部を通って突出するように構成される。支持フレームはロータ駆動機構に取り付け可能で
あり、支持フレームがロータ駆動機構との間に実質的に固定可能なチャンバを形成して維
持し、ハウジングにロータによって加えられたトルクに応答して、支持フレームの回転を
抑制するか、阻止するように作用することもできる。従って、ロータがハウジング内で回
転してトルクが加わっても、支持フレームのロータ軸線回りの回転は実質的に阻止される
。換言すれば、ハウジングは支持フレームを介してロータ駆動機構によって間接的に固定
されることになる。支持フレームはロータ駆動機構に取り付け可能であり、ロータをロー
タ駆動機構と同軸に配列して、ロータ駆動機構に対する支持フレームの回転を実質的に阻
止することができる。
【００３０】
　幾つかの例示的な構成では、ポンプアセンブリはロータの回転に応じて、ダイアフラム
を周期的に撓ませ、ロータのハウジング係合表面領域及びチャンバ形成表面領域に押し付
けるための弾発性付勢機構を備えることができる。弾発性付勢機構の近位側がダイアフラ
ムを押し付けて半径方向（ロータの回転軸を通る）に沿って往復運動し、弾発性付勢機構
の遠位側は支持フレームに対して着座し、ハウジングに対して安定性を保つ。幾つかの例
では、ダイアフラム部の近位側のみが使用中に往復運動し、ダイアフラム部のそれぞれの
長手方向の端部に隣接する1個以上の部分は実質的に往復運動をしない。何故なら、その
部分は（例えば、チャンバ内の流体がロータの長手方向に逃げないようにするために）、
ロータ軸線の回りの円周上に沿って外部表面領域に密着するからである。支持フレームは
弾発性付勢手段の直径方向に対向するハウジングの支持された外部表面領域に当接し、弾
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発性付勢手段の近位側の往復運動に応答して反力をハウジングに加えるように作用する（
換言すれば、弾発性付勢機構の往復動の半径方向の軸線は、ハウジングの反対側の支持さ
れた外表面領域を通過してもよい）。幾つかの例では、支持フレームは付勢機構の先端部
を収容し、ハウジングの隣接する側壁部に接触して、側壁部に対して付勢機構を静的位置
に保持するシート部を備える。
【００３１】
　弾発性付勢機構の幾つかの例には、コイルばね、又はエラストマーチューブなどの細長
いエラストマー部材、又はダイアフラム部を押し付ける細長いリブ又は突起を含むＵ字形
エラストマー部材が含まれる。弾発性付勢機構の幾つかの例には、空気圧機構、又は圧縮
性流体を扱う機構等が含まれる。幾つかの例では、弾発性付勢機構はダイアフラム部に力
を加えてロータに押し付けるように方向付けられたポンプ流体の一部を含むことができる
。そして、ポンプによって供給される流体と同じ種類の流体、又は外部源から異なる種類
の流体を供給して、ロータへの力をダイアフラム部に加えることができる。
【００３２】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームはハウジングの支持されていない外部表面領
域から離間して、ロータの回転に対応して変形は可能であるが、ロータの軸線の方位方向
或いは回転方向への動きを抑制するか、封じ込めることができる。例えば、ハウジングの
1個以上の支持されていない外部表面領域は、使用中に何らかの他の方法で自在に膨張又
は変形する可能性がある。支持フレームが支持されていない外部表面領域を覆う、又は取
り囲む事例では、流体（気体又は液体）が支持フレームとハウジングとの間のチャンバに
含まれていてもよい。他の実施例においても、支持フレームは支持されていない外部表面
領域の被覆や包囲を取り付けないように構成することもできる。
【００３３】
　幾つかの例では、支持フレームは吸入部及び吐出部での接触に加えて、ハウジングの支
持された外部表面領域と接触し、残りの外部表面領域は支持されなくともよい。様々な例
において、ハウジングの支持されていない外部表面積の合計は、少なくとも約２０％、約
４０％、約６０％、又は約８０％であるか、及び／又は多くとも約８０％、約６０％、約
４０％、約２０％になる。
【００３４】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームは（吸入部及び吐出部を収容するためにポー
ト及びロータのための駆動機構から離れて）全体又は部分的にハウジングを収容する。支
持フレームは単一の一体的な本体として形成されるか、組立て及び分解することができる
複数のフレーム部材から形成される。例えば、支持フレームは実質的に鏡像を成す半分ず
つのフレーム部材を一体化（「二枚貝」のように配置）して形成することができる。また
、実質的に両者は異なるサイズ又は構成であってもよい。フレーム部材は、共働する機械
的、磁気的又は他の原理による連結機構を備え、ハウジングとの間に少なくとも部分的に
は囲まれる状態で結合される。フレーム部材が使用のために組立てられるとき、支持フレ
ームは少なくとも吸入部及び吐出部のために、そして幾つかのロータ駆動機構又はシャフ
トのためにポートを備えることができる。
【００３５】
　幾つかの例示的な構成では、ダイアフラム部はそれに通ずる開口部を有し、その結果、
吐出部又は吸入部はキャビティ容積と流体を介して連通できるようになる。キャビティ容
積は付勢部材が使用中の負担に耐えられるように、ダイアフラム部の側面（下側の側面）
に繋がる。このようにして、汲み上げられた流体は付勢部材と同じ側のダイアフラム部（
換言すれば、ロータとは反対側のダイアフラム部）を支え、汲み上げられた流体の静水圧
と同じ圧力を持つ付勢部材は、ダイアフラム部をロータに押し付ける。このようにして、
ダイアフラム部とロータとの間のシール接触は強化され、より高い圧力での吸入・排出が
可能になる。
【００３６】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームは少なくとも付勢部材の一部を収容するため
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に配置されたシート部を備え、使用のためにはダイアフラム部をロータに押し付け撓ませ
る。シート部は支持フレーム内に1個、２個又はそれ以上の溝を、又は支持フレーム上に
壁状の突出部を備える。付勢部材は支持フレーム上に形成された突起によってハウジング
の壁部から離され、使用時に付勢機構とハウジングの壁部との間に方位方向空間距離（又
は異なる座標系、付勢機構と、ロータ軸線に垂直な横平面内の壁部との間の横方向の距離
）を維持するように作用する。この構成は、弾発性を有する付勢部材と、ハウジングの壁
部に隣接しているダイアフラム部との間の空間的配位を安定させる効果がある。
【００３７】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームは付勢部材の末端（その近位の側面が使用中
のダイアフラム部を支える）を受容して支持し、ハウジングの側壁部付勢部材の遠位側が
側壁部に対して実質的に静止状態に保持されるように構成されるシート部を備える。支持
フレームはハウジングのそれぞれの側壁部を受容するために、支持フレーム上に形成され
た突起部又は凹部によって形成された一対の溝を備えることができる。それぞれの側壁部
は、支持フレーム上に形成された突起部によって付勢部材から離間される。それぞれの側
壁部は、ダイアフラム部のそれぞれの縦方向の側面に隣接し、ダイアフラム部のそれぞれ
の側境界を支持して、使用中にはダイアフラム部の中央領域が往復運動するときに側境界
の動きを規制し、又は制止する。
【００３８】
　幾つかの例示的な構成では、支持フレームはダイアフラム部に隣接して延在するハウジ
ングの壁部を収容するためのスロットを備えることができる。スロット及び壁部は、例え
ば、円形、楕円形又は直線状であってもよい。スロットは、使用中にロータの回転に応答
してハウジングが動的に膨張しても、壁部がスロット内を往復運動することができるよう
に十分深くする。換言すれば、スロットと壁部の端部（端部がダイアフラム部から最も離
れる）との間には、端部を往復運動させることができるギャップがあり、スロットの側面
は壁部の側面に接触し、壁部がスロットの側面に摺動することによって、スロットの側面
は壁部の横方向の動き又は歪みに対抗し、又は実質的に防止する。スロットは、ロータの
回転に応答してロータ軸線回りの壁部の方位角方向の運動又は歪みを実質的に防止するこ
とができる（換言すれば、ロータ軸線に垂直な側面で横方向に壁部又は部分の移動を実質
的に防止することができる）。支持フレーム上に形成された壁状突起、又は支持フレーム
内の凹部がスロットを形成する。支持フレームはハウジングの壁部と同じ1個、２個又は
それ以上の数のスロットを備える。
【００３９】
　幾つかの例では、スロットは、ハウジング内の流体を安定して収容するために、十分な
力をもって壁部に当接するように配置される。例えば、ダイアフラム部は、ダイアフラム
部を貫通する開口部を備え、その結果、吐出口又は吸入部は、使用時に付勢部材が支える
ダイアフラム部の側部と接するキャビティ容積と流体連通する（これには、「下側」の付
記がある）。
【００４０】
　支持フレームは熱可塑性ポリマー材料、熱硬化性ポリマー材料、エンジニアリングセラ
ミック材料、複合材料、又は金属材料（金属合金又は金属間材料を含む）を含むか又はそ
れらから構成することができる。例えば、支持フレームはポリプロピレン、ポリカーボネ
ート、フェノール樹脂又はエポキシ樹脂、アセタール、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、アク
リロニトリルブタジエンスチレン（ＡＢＳ）又はナイロン材料等の1種類又は複数種類か
ら成る。幾つかの例示的な構成では、支持フレームを構成する弾性率材料は、少なくとも
約８００ＭＰａ、少なくとも約２，０００ＭＰａ、又は少なくとも約４，０００ＭＰａ及
び／又は多くとも約５００，０００ＭＰａのヤング率を有する。
【００４１】
　幾つかの例示的な構成では、ダイアフラム部は、ほぼ均一な又は不均一な厚さを有し得
る。少なくとも約０．１ｍｍの均一な厚さ又は平均的厚さとして最大で約３．０ｍｍ及び
／又は最大で約１．０ｍｍ有することができる。幾つかの例では、ダイアフラム部の平均
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的厚さは０．１ｍｍ～約３ｍｍであり、ハウジングによって形成されるキャビティの平均
的直径は、約４ｍｍ～５ｍｍ、又は約５０ｍｍにもなり得る。
【００４２】
　幾つかの例示的な構成では、ハウジングは、吸入部と吐出部との間で方位方向に延び、
かつハウジングの内表面から外表面領域まで半径方向にも延びるベース壁部を有し、基壁
部はチャンバが吸入部から吐出部へと回転するときに、内部の流体の圧力が７００ｋＰａ
まで、５００ｋＰａまで又は２００ｋＰａまで達するために十分な容積及び／又は厚さを
有する。幾つかの実施例では、基壁部の平均的厚さは、ダイアフラム部の平均的厚さの少
なくとも４倍、又は少なくとも５倍、及び／又は最大約５０倍になってもよい。幾つかの
例では、ハウジングは基壁部と、それぞれの側部境界でダイアフラム部の対向する位置に
連続する一対の側壁部とを含むことができる本体部を備えており、側壁部と側部境界は、
少なくともダイアフラム部の長さの距離を長手方向に延びている。支持フレームは側壁部
を支持するように構成され、使用時にそれらが動かないように作用する。使用時に、支持
フレームのシート部は弾発性付勢機構及び側壁部を収容し、支持する。
【００４３】
　幾つかの例示的な構成では、弾発性材料はエラストマー材料又は熱硬化性材料及び／又
はポリエチレン、ポリプロピレン、ゴム変性ポリプロピレン、可塑化ポリ塩化ビニル（Ｐ
ＶＣ）、又は熱可塑性共重合ポリエステルエラストマー、シリコーンゴム、ブチルゴム、
ニトリルゴム、ネオプレン、エチレンプロピレンジエンモノマー（ＥＰＤＭ）ゴム、又は
Ｖｉｔｏｎ（登録商標）の商品名で市販されているフッ素系エラストマー材料である。
【００４４】
　幾つかの例では、弾発性材料は少なくとも約１ＭＰａ、少なくとも約５ＭＰａ、少なく
とも約５０ＭＰａ、又は少なくとも約１００ＭＰａのヤング率、引張弾性率及び／又は曲
げ弾性率を有する。更に／又は弾発性材料は、最大約１，５００ＭＰａのヤング率、引張
り及び／又は曲げ弾性率を有することができる。
【００４５】
　幾つかの例示的な構成では、弾発性材料は公称ショアＤ硬度又はショアＡ硬度（デュロ
メータ硬度）が５～５０であり、又はショアＡ硬度５０～ショアＤ硬度９０になる。
【００４６】
　幾つかの例示的な構成では、ダイアフラム部が動作中に撓んだとき、少なくともその一
部分は半径方向に約０．２ｍｍ、少なくとも約０．５ｍｍ又は少なくとも約１ｍｍ；及び
／又は最大で約６ｍｍ、最大で約５ｍｍ又は最大で約３ｍｍ移動する。
【００４７】
　幾つかの例示的な構成では、ロータのチャンバ形成表面領域は、回転軸を含む全ての平
面内の凹状断面と、回転軸に垂直な全ての平面における凸状断面とを含むように構成する
ことができる。
【００４８】
　幾つかの例示的な構成では、キャビティはロータ軸線に対して実質的に円筒状であり、
ロータの軸線とは同軸上にあり、ロータに形成されるチャンバ形成表面領域の軸線方向の
長さは、キャビティの直径の１～３倍（例えば、キャビティの直径の約２倍）、ロータは
少なくとも１ｒｐｓ．（回転／秒）、少なくとも５ｒｐｓ．又は少なくとも１０ｒｐｓ．
及び／又は多くとも約２０ｒｐｓ．の速さで回転することができる。
【００４９】
　幾つかの例では、キャビティの直径は、０．５ｍｍ～５ｍｍであり、吸入速度は少なく
とも０．０１ｍｌ／ｓ、少なくとも０．２ｍｌ／ｓ、又は少なくとも０．４ｍｌ／ｓ．及
び多くとも約０．６ｍｌ／ｓである。幾つかの例では、キャビティの直径は、５ｍｍ～１
５ｍｍである。吸入速度は少なくとも１ｍｌ／ｓ、少なくとも４ｍｌ／ｓ又は少なくとも
１０ｍｌ／ｓ、及び多くとも約１５ｍｌ／ｓである。幾つかの例では、キャビティの直径
は０．５ｍｍ～３５ｍｍである。吸入速度は、少なくとも０．０１ｍｌ／ｓ、少なくとも
１０ｍｌ／ｓ又は少なくとも１００ｍｌ／ｓ、及び／又は最大約１００ｍｌ／ｓであって
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もよい。
【００５０】
　幾つかの例示的な構成では、ハウジング及びロータはロータが約１０～約２０回転で回
転するとき、流体を吸入口から吐出口に最大で約３０ミリリットル／秒（ｍｌ／ｓ）の速
度で吸い上げるように構成することができ、ロータは約１５ｒｐｓの回転速度のとき、約
１５～約２０ｍｍ、又は約１９ｍｍの平均的直径を有することができる。幾つかの事例で
、ハウジング及びロータはロータが毎秒約１０～約２０回転（ｒｐｓ）するときに、吸入
口から吐出口に向けて最大で約０．５ミリリットル／秒（ｍｌ／ｓ）の流体を搬送できる
ように構成される。
【００５１】
　例示的なポンプは、２つ又は３つのチャンバを含み、それぞれのチャンバは約１～１０
マイクロリッッター（μｌ）の容積を有し、１０ｒｐｓの回転速度の場合に、約０．０２
～０．３ｍｌ／秒の流量で排出することができる。１個の例示的なポンプでは、ロータは
２つのチャンバを形成し、それぞれのチャンバは約１μｌの容量を形成する（又はチャン
バ）ロータを備えることができる（従って、チャンバの合計容量は約２μｌになり、ロー
タは約１０ｒｐｓで回転して、２０μｌ／ ｓ（１０ｒｐｓ．× ２μｌ ／回転）の流量
が得られる。別の例示的なポンプでは、それぞれが約１０μｌの容積を有する３つのチャ
ンバを含むことができ（従って、チャンバの合計容量は約３０μｌになる）、ロータは約
１０ｒｐｓ．の速度で回転し、そのときの流量は約３００μｌ／ｓ（１０ｒｐｓ×３０μ
ｌ／回転）になる。
【００５２】
　幾つかの実施例では、キャビティの平均的直径は、少なくとも約１ｍｍであり、及び／
又は最大約５０ｍｍ、又は最大約２０ｍｍである。内表面（及びロータ）は、実質的に円
柱状又は円錐形の領域を備える。
【００５３】
　幾つかの実施例では、キャビティの平均的直径は１～１０ｍｍであり、弾発性材料は、
多くとも２００ＭＰａのヤング率、引張り弾性率及び／又は曲げ弾性率を有する。
【００５４】
　例えば、弾発性材料は、約４ＭＰａ～約１０ＭＰａの弾性率、引張り及び／又は曲げ弾
性率を有し、約６０～８０、又は約７０のショアＡ硬度を有するゴムから成り、そのよう
な例では、材料が受ける歪みは比較的低くなる可能性がある。幾つかの例では、キャビテ
ィの平均的直径は１ｍｍ～１０ｍｍになり、弾発性材料の曲げ弾性率は少なくとも約４Ｍ
Ｐａであり、最大で約２，０００ＭＰａ、最大約１,５００ＭＰａ又は多くとも約２００
ＭＰａである。幾つかの例では、キャビティの直径は約５０ｍｍまであってもよい。
【００５５】
　幾つかの例示的な構成では、ポンプアセンブリはロータの軸線回りの何れかの方向に回
転駆動して、流体を吸入口から吐出口に、又は吐出口から吸入口に選択的に汲み上げるよ
うに作動させることができる。組立てられるときは、ポンプは吸入部と吐出部との間の面
に対称的に配置され、ロータの回転軸を含む。吸入部及び吐出部は、ロータの回転方向に
応じて、即ち流体が圧送される方向に基づいてそれぞれの名称と機能が決まる。そのよう
な例示的なポンプは、双方向ポンプと呼ばれる。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
　例示的なポンプ構成を、添付の図面を参照して説明する。
【００５７】
　図１Ａ～図１Ｅはポンプアセンブリの種々の斜視図と態様を例示したものでる。
【図１Ａ】図１Ａは使用のために組立てられたポンプアセンブリの１例を外側から見た斜
視図である。
【図１Ｂ】図１ＢはポンプアセンブリのＡ－Ａ面で切断した断面斜視図であって、ロータ
が実際に回転する長手方向の軸線に対して垂直な断面を示したものである。
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【図１Ｃ】図１Ｃは図１Ｂの中心部の拡大図である。
【図１Ｄ】図１ＤはポンプアセンブリのＢ－Ｂ面で切断した断面斜視図であって、ロータ
が実際に回転する長手方向の軸線に対して平行な断面を示したものである。
【図１Ｅ】図１Ｅは図１Ｄに示した図で、ロータは表示していない。
【図２】図２はポンプアセンブリの一例の部分拡大図であって、断面はロータの軸線に対
して垂直である。
【図３Ａ】図３Ａはポンプアセンブリの一例の長手方向の第１の断面斜視図であって、断
面は例示された弾発性を有する付勢機構の中心付近の面を含んでいる。
【図３Ｂ】図３Ｂは図３ＡのポンプアセンブリのＡ－Ａ面を長手方向に切断した断面斜視
図であって、断面は最初の図に対して垂直な面である。
【図３Ｃ】図３Ｃは図３Ａに示したポンプアセンブリのＢ－Ｂ面で切断した縦方向の断面
斜視図である。（図３Ａ～３Ｃは互いに直交する）
【図４Ａ】図４は流体の流量Ｆ（ｍｌ／ｓ）と円筒状のロータの直径Ｄ（ｍｍ）との関係
を３本の曲線で示したもので、使用時に円筒の直径は丁度０ｍｍから５ｍｍまで変わり、
回転速度は１秒間に１、５、１０回転であり、ロータの長さは直径の２倍になる。
【図４Ｂ】図４Ｂは直径の範囲を５ｍｍ～１５ｍｍに変えた場合の曲線である。
【図４Ｃ】図４Ｃは直径の範囲を１５ｍｍ～３０ｍｍに変えた場合の曲線である。
【発明を実施するための形態】
【００５８】
　図１Ａ～図１Ｅは、組立てられた状態のポンプアセンブリの例示的な配置を示したもの
で、（ロータ３００が図示されていない図１Ｅを除いて）このアセンブリは流体（図示し
ていない）をチューブなどの供給装置（図示していない）から吸入し、別の装置に搬送又
は収容するのに適している。特定のポンプアセンブリでは、ポリプロピレン又は可塑化Ｐ
ＶＣなどの熱可塑性材料から成るハウジング１００と、ポリカーボネート又はアセタール
樹脂から成る支持フレーム２００とから形成される。
【００５９】
　ハウジング１００は内表面を有し、一方の吸入部１０２Ａの吸入口と反対側の吐出部１
０２Ｂの吐出口との間で流体連通する円筒状のキャビティ１２０を備えている。ハウジン
グ１００はまた、吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂとの間に配置され、可撓性を有し、キ
ャビティ１２０と接するダイアフラム部１１０を備えている。ダイアフラム部１１０は、
実質的に均一な厚さＴを持つ細長い膜状部材であって、長手方向軸線Ｌに平行に延びてい
る。例示された特定の形態では、ハウジング１００の一対の細長い側壁部１１４Ａ、１１
４Ｂは、吸入部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂにそれぞれ隣接し、ダイアフラム部１１０の
それぞれの反対側のそれぞれの側方境界にも隣接する。側壁部１１４Ａ、１１４Ｂは、ダ
イアフラム部１１０の側方境界を支持し、使用時にロータ３００が回転するときの動きを
抑制するために、ダイアフラム部１１０の厚さＴよりも約４倍厚くなっている。ハウジン
グ１００の基壁部１１２は、吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂとの間にあって方位角方向
に延び、キャビティ１２０を内包する内表面及びハウジングの外表面（支持フレームの５
１０で示した領域）に向けて放射方向に延びている。
【００６０】
　図１Ａでは、ハウジング１００の吸入部１０２Ａが見え、吐出部１０２Ｂはポンプアセ
ンブリの反対側（図１Ａには示されていない）に配置される。この例では、支持フレーム
２００は一般的に立方体の形状を呈し、ハウジング１００のほぼ全体（吸入部１０２Ａと
吐出部１０２Ｂの端部は見える）を内包している。吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂとは
互いに同軸上に位置し、それぞれのポンプ組立体の対向する側から内側に延在する管状部
を含み、図１Ｅに示すように、それぞれが矩形のスリットに至り、キャビティ１２０に合
流する。吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂとは、支持フレーム２００に設けられた円筒状
のポート２０２Ａ、２０２Ｂにそれぞれ収容される。支持フレーム２００のポート２０２
Ａ、２０２Ｂの内径は、吸入部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂの外径とほぼ一致する。それ
ぞれのポート２０２Ａ、２０２Ｂは、それぞれの吸入部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂに機



(15) JP 6924199 B2 2021.8.25

10

20

30

40

50

械的に取り付けられ、吸入部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂは硬いポート内にあってポート
２０２Ａ、２０２Ｂと同軸になるように調整される。ポート２０２Ａ、２０２Ｂは、それ
ぞれの吸入部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂを支持し、流体を供給し、排出するための装置
に接続可能になっている。また、図１Ａには、ロータ３００を駆動するためのロータ駆動
機構３０５が図示されており、使用時には流体が吸入部１０２Ａから吐出部１０２Ｂに送
られる方向と垂直な長手方向の軸線Ｌの回りに反時計方向Ｒに回転する。支持フレーム２
００はロータ３００を駆動するロータ駆動機構３０５を収容するための取付装置２０２Ｃ
を備えている。支持フレーム２００は使用時にロータ３００が回転すると、吸入部１０２
Ａ、吐出部１０２Ｂ及びロータ駆動機構３０５それぞれの相対位置を維持するために十分
な硬さを有する。ここに例示する支持フレーム２００は類似しているが必ずしも同一では
ない一対の対向部材２００Ａと２００Ｂを有し、ハウジング１００とロータ３００をほぼ
取り囲むように別個に設けられ、それぞれ取り付けられる。例えば、支持フレーム２００
の対向する対向部材２００Ａ、２００Ｂには、それらを共にハウジングの回りにスナップ
留めするための機械的機構を備えることができる。この例示的なポンプは吸入口と吐出口
との間を通り、平面Ｂ－Ｂに関して対称であり、ロータ３００の軸線を備えている。使用
時のロータ３００の回転方向Ｒは、その側面の領域が吐出部１０２Ｂから吸入部１０２Ａ
まで移動するとき、ダイアフラム部１１０を越えて回転するようになる（換言すれば、吸
入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂの位置は、回転方向Ｒ又はロータ３００関連性を知ること
によって識別することができる）。
【００６１】
　図１Ｂ及び図１Ｃは、図１Ａに示した流体が吸入装置Ｉから吐出装置Ｏに輸送される方
向と平行な平面Ａ－Ａを通して見た概略断面図である（Ｉ及びＯについての記述はあるが
、図１Ｂには表示されていない）。支持フレーム２００はハウジング１００の回りを覆い
、ポート２０２Ａ、２０２Ｂからはリブ２０４Ａ、２０４Ｂが突出し、ポート２０２Ａ、
２０２Ｂから吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂに配置される周上の凹部に嵌め合わせるこ
とで、それぞれの吸入部０２Ａと吐出部１０２Ｂに機械的に取り付けられる。
【００６２】
　この例では、ロータ３００は回転の長手軸線Ｌが中心を通る一対の対向する端部を備え
、端部は長手方向軸線Ｌと軸線を同じくする側面に結合される。側面は、放射方向の外側
ハウジング係合表面領域３１０と、ハウジング係合表面領域３１０から半径方向内側に向
くチャンバ形成表面領域３２０とから成る。図示された例では、ハウジング係合表面領域
３１０は全体として軸線から半径方向に均一な距離にある（換言すれば、ハウジング係合
表面領域３１０は円筒面上にある）。チャンバ形成表面領域３２０は、幾何学的に「鞍形
状」と呼ばれるより複雑な形状を呈する。
【００６３】
　図１Ｂ及び図１Ｃは、中心半径方向断面Ａ－Ａから見たロータのハウジング係合表面領
域３１０及びチャンバ形成表面領域３２０の形状を示す。図示の例では、ロータ３００は
３個の方位角方向に等距離に置かれたハウジング係合表面領域３１０と、３個の方位角方
向に等距離に置かれたチャンバ形成表面領域３２０を備えている。この例では、ハウジン
グ係合表面領域３１０は、図１Ｃ及び図１Ｄに示す直交断面図から分かるように、３つの
チャンバ形成表面領域３２０をそれぞれ取り囲み、連続するハウジング係合表面領域を形
成する。図１Ｄはこの平面Ｂ－Ｂにおけるハウジング係合表面領域３１０及びチャンバ形
成表面領域３２０の長手方向の形状を示し、縦軸Ｌを通る平面Ｂ－Ｂにおける断面図であ
る。中央横断面Ａ－Ａで見ると、チャンバ形成表面領域３２０は凸面形状を有し、平均的
接線半径はハウジング係合表面領域３１０の平均的接線半径よりも小さい。中心軸断面Ｂ
－Ｂでみると、チャンバ形成表面領域３２０は凹面形状の輪郭を有する。
【００６４】
　ポンプアセンブリはエラストマー材料から成り、一般的に細長いＵ字形を示し、長手方
向軸線Ｌに平行な軸線に沿って延在する部材から成る付勢部材４００を有する。付勢部材
４００の近位側は長く延びるリブ４１０を有してダイアフラム部１１０を押し付け、遠位
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側は支持フレーム２００のシート部２１０に当接する。シート部２１０は、付勢部材４０
０の足部を収容するための一対の長手方向に平行に延びるスロット部を備え、シート部２
１０はロータの回転時に付勢部材４００の遠位側に隣接する側壁部１１４Ａ、１１４Ｂに
よってほぼ静止状態を保持できるように構成される。使用中に付勢部材４００の近位部は
、回転するロータ３００に応じて、ダイアフラム部２１０の中央領域おいて半径方向に自
在に往復運動する。付勢部材４００はダイアフラム部２１０に半径方向の力を加えて、ダ
イアフラム部２１０と使用時のロータ３００の表面との間を流体が通過できないように十
分な力でロータ３００の側面に撓むことができる。
【００６５】
　図示した例の支持フレーム２００は、吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂの端部に隣接す
るハウジング１００の外表面の側壁１１４Ａ、１１４Ｂ及び、付勢機構４００の反半径の
方向にある支持された外表面領域５１０において接触する。支持フレーム２００はハウジ
ング２００の外表面の他の領域から離間されている。それによって、ロータ３００の回転
に応じて、支持されていない表面領域はエアギャップ５００Ａ、５００Ｂ内で自在に広が
ることができる。図１Ｄ及び図１Ｅにおいて、エアギャップ５００Ａ、５００Ｂは、ポン
プの軸線方向両端に示されている。支持フレーム２００は、支持された外表面領域５１０
に当接し、近位側の弾発性付勢機構４００の往復運動に応じて、ハウジング１００に反作
用力を加える。
【００６６】
　３つのチャンバ形成表面領域３２０のそれぞれは、回転する際にチャンバ形成表面領域
３２０に押し付けられるダイアフラム部１１０を除いてキャビティ１２０を形成するハウ
ジング１００の内表面から離間する。このように、チャンバ形成表面領域３２０は内表面
との間に、所定の容積の液体を受け入れるそれぞれのチャンバ１２２を形成する（液体が
患者に送達される薬物を含む場合ni、それぞれの容量はボーラス”bolus”と呼ばれる）
。チャンバ形成表面領域３２０を内包するハウジング係合表面領域３１０は、ハウジング
１００の内表面との間でシールを形成するので、それぞれの容量を持つ流体は、ロータ３
００の回転時に吸入部１０２Ａから吐出部１０２Ｂに向けてキャビティ１２０の回りを流
れる。付勢部材４００は、回転するとロータ３００のハウジング係合表面領域３１０及び
チャンバ形成表面領域３２０にダイアフラム部１１０を押し付ける。このように、ダイア
フラム部１１０は、弾発性付勢部材４００とロータ３００との間で、両方が反対側に互い
を支えるように可変的に撓むことができる。吐出部１０２Ｂ内の流体の最大圧力は、ダイ
アフラム部１１０に付勢部材４００から加えられる圧力によって調整される。チャンバ形
成表面領域３２０の形状プロファイルは複雑であり、使用中にロータ３００が回転する間
は絶えず変化するので、ダイアフラム部１１０はその形状が連続的に変化するための十分
な可撓性を有する必要がある。ダイアフラム部１１０とロータ３００のハウジング係合表
面領域３１０及び３２０との間に生ずる半径方向の接触力は、その全長に沿って十分に大
きくなるので、ダイアフラム部２１０とロータ３００との間で十分にシールされ、流体は
所定の圧力に保たれる。
【００６７】
　使用時には、ロータ３００はハウジング１００に挿入され、ロータ駆動機構３０５（図
示せず）によって駆動され、その長手方向軸線Ｌの回りをＲ方向に回転する。支持フレー
ム２００のそれぞれのポート２０２Ａによって支持される吸入部１０２Ａは管状の流体搬
送装置に接続され、そこから流体は吸入部１０２Ａに流入するようになる。チャンバ１２
２はロータ３００がチャンバ１２２と吐出部１０２Ｂと流体連通する位置まで回転すると
、吸入部１０２Ａ内から流体を受け取るようになる。ロータ３００の回転に伴って、チャ
ンバ１２２と吐出部１０２Ｂとは流体連通するようになると、チャンバ１２２内の流体は
排出され、弾発性付勢部材４００の作用によってダイアフラム部１１０とロータ３００の
間の流体の漏洩は防止される。その際に、ダイアフラム部１１０はその長手方向の全長に
亘ってロータ３００の表面を確実にシールする。換言すれば、チャンバ１２２内に貯めら
れた流体は、ロータ３００が回転して吐出部１０２Ｂを通過することによって、チャンバ
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１２２から絞り出される。支持フレーム２００のポート２０２Ｂによって支持される吐出
部１０２Ｂは、流体が吐出部１０２Ｂから吐出される別の流体搬送装置に接続することが
できる。このようにして、比較的正確で不連続な量の流体が吸入、吐出され、流体の総排
出量は、チャンバ１２２の容積、チャンバ１２２の数（この特定の例では３つのチャンバ
を使用している）、ロータ３００の回転速度に依存する。
【００６８】
　特定の例示的なポンプアセンブリでは、ロータ３００は約３ｍｍの直径（これもまたキ
ャビティ１２０の概略の直径である）を有することができ、ダイアフラム部１１０はほぼ
均一な約０．２５ｍｍ厚さを有し、壁部１１２の厚さは約３．０ｍｍ（ダイアフラム部の
厚さＴに対する基壁部１１２の厚さの比は１２：１であってもよい）である。別の例では
、ダイアフラム部１１０の厚さＴは約０．１ｍｍであり、ダイアフラム部の厚さＴに対す
る基壁部１１２の厚さの比は３０：１になる。幾つかの例では、ダイアフラム部１１０の
厚さＴは、約１．０ｍｍ、又は０．１～１．０ｍｍの範囲であってもよい。一般に、ダイ
アフラム部１１０の厚さＴとベース壁部１１２の厚さＴは、前者と後者の比が少なくとも
約１：５０又は少なくとも約１：２０となるように変化してもよく、大きくても約１：４
である。比較的薄いダイアフラム部１１０は、使用時に大きな可撓性を示すことができる
が、側壁部１１４Ａと１１４Ｂそして基壁部１１２は、それを支持するために十分な厚さ
を有し、使用中にはその側部境界を保持することができる。
【００６９】
　幾つかの例では、ハウジング１００はポリプロピレンから成り、ダイアフラム１１０の
厚さＴは約０．１ｍｍであり、基壁部１１２は約１．５ｍｍの厚さになる。弾発性材料が
実質的に低いヤング率を有するゴムから成る例では、ダイアフラム部１１０の厚さＴは約
０．５ｍｍであり、基壁部１１２の厚さは５ｍｍであってもよい。
【００７０】
　図２は例示的なポンプの中央領域の概略拡大断面図を示す。例示したポンプは図１Ａ～
図１Ｅに示したポンプと同じ特徴を多く備えている。しかしながら、ダイアフラム部１１
０はそれを貫通する開口１１６を備えている。開口１１６は吐出部１０２Ｂに配置され、
付勢部材４００が（ダイアフラム部の「下側」で）支えているダイアフラム部１１０の側
部と接するキャビティ容積１１８と流体を通して連通している。この例示的な構成では、
汲み出された流体はキャビティ容積１１８内に貯められ、流体の圧力は吐出部１０２Ｂに
おける圧力と同じになる。従って、ダイアフラム部１１０は付勢部材４００と汲み出され
る流体の圧力の両者によってロータ３００に押し付けられる。この構成は流体がダイアフ
ラム部１１０とロータとの間を通過する、即ち、吐出部１０２Ｂから吸入部１０２Ａに戻
ることなく、吐出部１０２Ｂに輸送するために流体の圧力を増加させる態様を可能にする
。
【００７１】
　図２に示すこの例の構成では、支持フレーム２００は細長いＵ字形をした付勢部材４０
０の遠位側にある一対の足を受け入れるように構成されたシート部２１０を備える（その
近位側は、ダイアフラム部１１０に突出するリブ４１０である）。シート部２１０は、足
を受け入れるための一対の溝２１１と、ダイアフラム部１１０に近接したハウジング１０
０の細長い側壁部１１４を受け入れるための一対のスロット２１２とを備えている。それ
ぞれの側壁部１１４のためのスロット２１２は、支持フレーム２００上に形成された一対
のほぼ平行な又は整列したそれぞれの壁部２１４，２１６によって支持される。従って、
付勢部材４００の遠位脚部は、支持フレーム２００の壁上突出部２１６によって、それぞ
れの側壁部１１４から離れて配置される。側壁部１１４は、支持フレーム２００の壁状突
起２１４によって横方向に支持されてもよい。この例示的なポンプが組立てられるときに
は、ハウジング１００の２つの側壁部１１４のそれぞれがスロット２１２のそれぞれに挿
入され、付勢部材４００の遠位側の足は、隣接する溝２１１に挿入される。他の例では、
平面図上では円形、楕円形又は直線状である単一の側壁部１１４も取り付けることができ
る。従って、付勢部材４００の遠位側は、使用時にダイアフラム部１１０に対して近位側
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が往復運動するときに、側壁部１１４に対してほぼ静的に保持され、ロータ３００が回転
するときには,ロータ３００には柔軟性をもって当接する。
【００７２】
　図３Ａ～図３Ｃは、例示的なポンプの異なる斜視図及び断面図を示し、図１Ａ～図２と
同じ一般的特徴に対しては、同じ参照符号が使われている。この例では、支持フレーム２
００はハウジング１００の吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂに取り付けられ、一対の取付
冶具６００Ａ、６００Ｂが支持フレーム２００のそれぞれの部２０２Ａ、２０２Ｂに取り
付けられる。この例では、吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂは同軸線上にあり、ハウジン
グ１００の両端から突出している。支持フレーム２００はハウジング１００の大部分を取
り囲み（例えば、機械的クリップ機構によって）、合体できる一対の対向する部材２００
Ａ、２００Ｂから形成される。この例では、それぞれの取付冶具６００Ａ、６００Ｂは、
チューブなどの流体搬送装置（図示せず）の一部として形成され、対になる雌形継手機構
と嵌合するための雄形継手機構を備えている。吸入部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂの円周
方向に取り付けられた支持フレームの部材２０２Ａ、２０２Ｂは、取付け冶具６００Ａ、
６００Ｂを取り付けるための取付機構を備えている。
【００７３】
　支持フレーム２００は使用時にロータ３００を回転させるために、ロータ３００にロー
タ駆動機構３０５を取付けるための取付装置２０２Ｃを備える。支持フレーム２００はこ
のように、吸入部１０２Ａと吐出部１０２Ｂ（及び一対の取付け冶具６００Ａ、６００Ｂ
）とをそれぞれの位置において動かないように保持し、ロータ駆動機構３０５に対しても
これを安定して保持し、ポンプの使用中には吸入口及び吐出口は流体搬送装置（図示せず
）に対して相対的に位置が動かないように保持する。従って、支持フレーム２００は吸入
部１０２Ａ及び吐出部１０２Ｂをロータ駆動機構３０５に対して確実に接続することがで
き、ロータ３００によってハウジング１００の上に加えられるトルクを相殺するために十
分な剛性を有するので、使用中にロータ３００が回転しても、固定的に保持される。
【００７４】
　図３Ｂと図３Ｃに示す断面図を参照すると、ハウジング１００の側壁部１１４は、隣接
するダイアフラム部１１０から（ロータ軸線に垂直な軸線と同軸上で）外側に突出し、支
持フレーム２００によって形成された環状スロット２１２に収容される。支持フレーム２
００のシート部２１０は、弾発性を有する付勢部材４００の遠位側に一般的に細長いＵ字
形の形態をもって当接し、近位側はダイアフラム部１１０を支持する。この例では、側壁
部１１４はシート部２１０を越えて外側に突出している。このように、支持フレーム２０
０は付勢部材４００の遠位側に対して側壁部１１４が横方向に移動することを実質的に抑
制するように配置され、側壁部１１４に隣接するダイアフラム部１１０の側部境界を間接
的に支持している。支持フレーム２００はハウジング１００のダイアフラム部１１０とは
反対側の５１０の位置において、ハウジング１００の外部表面領域と接触し、使用中のロ
ータ３００の回転中に、付勢部材４００の近位側の往復運動から生ずる力とバランスをと
っている。しかし、バランスをとる力との接触が必ずしも有利に働かない場合に、支持フ
レームはハウジング１００の外表面の様々な場所、５００、５００Ａ、５００Ｂ、５００
Ｃ（及び他の場所）から離間することができる。例えば、側壁部１１４はギャップ５００
Ｃのために、支持フレーム２００によって形成されたスロット２１２内で、多少の往復運
動することが可能とされている。これにより、ハウジング１００は使用可能な限り周期的
な膨張が許され、支持フレーム２００の製造時の寸法精度の厳密度が低減される。しかし
ながら、支持フレーム２００には使用中にハウジング１００がロータ軸線の回りで方位角
方向に移動又はゆがむことを可能にするギャップは形成されない。
【００７５】
　図４Ａ、図４Ｂ及び図４Ｃのグラフは、例示的なロータの直径Ｄ（ｍｍで表示し、半径
方向平面内でロータに外接する円の直径を表す）と吸入された流体の流量Ｆ（ｍｌ／秒）
との関係を示した曲線である。ロータの回転速度は、１と５及び１０回転／秒（ｒｐｓ）
である。一般的に、他の全ての形態が同じであれば、ポンプ流量はロータの回転速度に比
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例する。これらの曲線は図１Ａ～図１Ｅを参照して説明したポンプ組立体の構成と実質的
に対応する。これらの例示的な曲線は、ポンプアセンブリの潜在的な性能の下限を示した
もので、実際には流速Ｆはより高く、例えば約５０％高くすることができる。曲線が例示
されているポンプアセンブリでは、キャビティは概して円筒形であり（ロータは円筒によ
って外接することができる）、ロータのチャンバ形成表面領域の軸線方向の長さは、直径
Ｄの２倍になる。他の例では、直径ＤはＬの１／２倍から１０倍（１／２Ｌ～１０Ｌ）で
あってもよい。
【００７６】
　幾つかの例では、キャビティ１２０の直径は、約１ｍｍ、約３ｍｍ又は約５ｍｍであっ
てもよい。キャビティ１２０の直径が約５ｍｍである特定の例では、ダイアフラム部の厚
さＴは、少なくとも約１２ｍｍの厚さを有する基壁部１１２によって支持されるのであれ
ば、約３ｍｍでもよい。キャビティ１２０が約１～３ｍｍの直径を有する幾つかの小型ポ
ンプの場合、弾発性材料は約４ＭＰａほどの低いヤング率を有する軟質ゴムから形成され
及び／又は低い歪みでは約７０ショアＡ硬度を示す。幾つかの例では、キャビティの平均
的直径は約３ｍｍであり、弾性率、引張り又は曲げ弾性率は約１５０ＭＰａであってもよ
い。
【００７７】
　ロータが回転して、ダイアフラム部がロータの表面領域の周上を追従する際には、十分
な柔軟性を要するのでダイアフラム部の壁部は非常に薄く成形される。温度及び圧力のフ
ィードバックセンサを使用して注意深く制御し、局所排気によってガスを排除することに
より、約０．１～０．３ｍｍの壁厚を有するダイアフラム部を作製することができる。例
示的な工程では、ダイアフラム部の外表面を形成する射出成形工具の摺動部は独立に、又
は工具を適宜開閉することによって制御することができる。幾つかの例では、射出スクリ
ューによって溶融プラスチックをツールに注入することができ、溶融材料の一部がダイア
フラム部を横切って流れることを可能にするために、ダイアフラム部の壁厚は所望の厚さ
の約２倍にすることができる。幾つかの例では、射出サイクル内に必要な時間だけ工具の
摺動部を前進させて、ニットラインなしで所望のダイアフラム部の壁厚を作り、同時に十
分な充填圧力を作り出すようにする。シングルショット成形プロセスの導入は、製造プロ
セスの数を減少させ、より速いサイクル時間を実現し、より簡単な金型ツール及び金型機
械の２ショットプロセスよりも高い製造収率及びより低い製造コストをもたらす態様（別
々に又は組合わせて）を可能にする。シングルショット成形プロセスにより形成されたポ
ンプは、より長い運転寿命を有する態様を可能にする。
【００７８】
　幾つかの例では、ダイアフラム部及びハウジングの残りの部分は、シングルショット成
形プロセスによるエラストマー材料によって成形される。ダイアフラム部及びハウジング
の残りの部分は、熱可塑性材料から成形される。例えば、ハウジング材料はポリエチレン
、ポリプロピレン、ゴム変性ポリプロピレン、熱可塑性ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、又は
Ｈｙｔｒｅｌ（登録商標、デュポンから市販されている）などの熱可塑性共重合エステル
エラストマーから形成される。
【００７９】
　一般にハウジングが小さいほど、ハウジングに使われる弾発性材料はより軟質でなけれ
ばならない。幾つかの例では、ハウジング材料はＩＳＯ ８６８標準法（１５秒）による
測定から、公称ショアＤ硬度（デューロメータ硬度）が最大約５０、最大約４０又は最大
約３０であってもよい。ハウジング材料は少なくとも約５の公称ショアＤ硬度を有するこ
とができる。幾つかの例では、ハウジング材料は最大で約５０、最大で約４０、又は最大
で約３０の公称ショアＡ硬度（デューロメータ硬度）を有することができる。ハウジング
材料は、少なくとも約１０、又は少なくとも約２０の公称ショアＤ硬度を有することがで
きる。例えば、ポンプの大きさ（キャビティの直径）及び流体圧力に応じて、材料はショ
アＡ硬度６０～ショアＤ硬度９０を有することができる。幾つかの例では、ハウジング材
料は公称ショア００硬度（デューロメータ硬度）が最大で約８０、最大で約６０、最大で
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約５０になる。ハウジング材料は少なくとも約５、少なくとも約１０、又は少なくとも約
２０の公称ショア００硬度を有することができる。
【００８０】
　例示されたポンプ及びポンプアセンブリの一般的な態様を以下に説明する。
【００８１】
　ハウジング係合表面領域と内表面との間のシール干渉接触の結果、流体は所望の圧力下
にチャンバ内に収容される。ロータが回転すると、シール干渉接触状態になり、ハウジン
グにはトルクが加えられる。更に、干渉接触が生ずるとハウジング内にフープ（環状）応
力が誘発され、ハウジングは或る程度まで（可逆的に）膨張する。ハウジングによって維
持されるフープ応力の大きさは、弾発性材料の弾性率及びキャビティを取り囲むハウジン
グの体積に依存する。一般に、ハウジングの弾性率及び厚い壁が高くなるほど、持続可能
なフープ応力は大きくなり、ポンプによって輸送される流体の圧力は高められる。
【００８２】
　ダイアフラム部の弾発性材料は、ロータのハウジング係合表面領域及びチャンバ形成表
面領域がダイアフラム部を通過するときに、シールを効果的に維持できるように十分に撓
み、変形することができる。幾つかの例では、チャンバ形成表面領域の形状は、複合材で
あってもよく、凹面及び凸面両方の構成要素を含んでいてもよい（異なる断面で見た場合
）。従って、ダイアフラム部の所定の厚さ、長さ及び幅に対して弾発性材料は、ポンプ流
体がロータとの間を通過する（従って、チャンバから吐出部に流体を逃す）ことを防止で
きるように、必要な動的変形が許容される材料として選択される。特に、弾発性材料は使
用時にダイアフラム部の寸法が与えられると、十分に柔らかく、確実かつ繰り返し屈曲す
るために十分に低い弾性率又は曲げ弾性率を有する。弾発性材料に対して固有の機械的特
性が与えられると、ハウジングの配置及び容積（例えば、少なくともキャビティを部分的
に囲む基壁部の厚さ）はロータのハウジング係合表面領域とのシール干渉接触を維持する
ために、十分な剛性を持つ必要がある。更に、ロータ軸線に対してダイアフラム部は動的
に撓むことによって、ダイアフラム部の側方境界の動きを防止することができる。しかし
ながら、ハウジングが不必要に大きくなることを避けるには、その容積及び剛性は使用時
にロータによって加えられるトルクとのバランスをとれるほど十分にならなくともよい。
【００８３】
　ダイアフラム部の柔軟性は、その形状及び寸法、及び弾発性材料の影響を受け易い。一
般に、ダイアフラム部が薄くかつ幅が広いほど、その柔軟性はより大きくなる（他の全て
が等しい場合）。弾発性材料が柔らかいほど、又はその剛性、引張弾性率、又は曲げ弾性
率が低いほど、ダイアフラム部はより柔軟になる（他の全てが等しい場合）。実際には、
ダイアフラムの平均的厚さには下限があり、それは選択される弾発性材料の剛性、引張り
又は曲げ弾性率や硬度の上限によって決められる（他の条件は同等とする。例えば流体の
流量）。弾発性材料の選択は、比較的小さなポンプであっても、特に比較的高いポンプ速
度が望まれるときには重要になってくる。支持フレームの設置は、特に、しかし必ずしも
唯一ではないが、ハウジングの容積を大きくしたくないときに、効率的な作業に必要な剛
性を備えた比較的小さいポンプの実現には有用である。
【００８４】
　ダイアフラム部の最小の厚さが実用的又は技術的な考慮によって制限されるのであれば
、固有の柔軟性の高い弾発性材料を使えば、物体としてのダイアフラム部の柔軟性も十分
に高くなる。例えば、適度に低い弾発性（例えば、ヤング率、曲げ弾性率）及び／又は硬
度を有する材料は、十分に柔軟なダイアフラム部を提供する。或る実施例では、ダイアフ
ラム部の厚さの下限は、ハウジングの成形に使用される製造方法又は装置に左右され、ま
た、ダイアフラム部が使用中に受けるリスクの低減にも係わる。ダイアフラム部が薄すぎ
ると、過度に膨張する傾向があり（極端な場合にはバルーン効果に相当する現象がみられ
る）、ポンプが効果的に駆動しても、ポンプで吐出される流量の精度が低下してしまう。
ハウジングの容積（特に、その壁部の厚さ）は、吐出部における流体の作動圧力に依存し
、ハウジングの弾発性材料の弾性率が与えられると、所望のフープ応力に基づいて計算す
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ることができる。一般的には、他の全ての条件が変わらなければ、比較的小さなハウジン
グ上に位置するダイアフラム部は、比較的大きなポンプ上の同じ厚さで、より広いダイア
フラム部よりも可撓性が低くなりがちである。ポンプの（例えば、キャビティの直径、ロ
ータ、チャンバの容積によって決まる）大きさが決まると、弾発性材料は、ダイアフラム
部の現実的な最も薄い厚さと、それが注型可能かどうか、そして、ダイアフラム部に必要
な強度と、使用中の弾発性付勢機構によってダイアフラム部がロータに押し付けられると
きに維持できる圧力、即ちポンプにより吐出部に排出される流体の圧力等を考慮して選択
される。
【００８５】
　幾つかの例では、吸入口、吐出口、及びダイアフラム部を単一ユニットの一部として形
成できる利点がある。例えば、ハウジングを射出成形によって形成することは、技術的に
容易であり、またより効率的である。
【００８６】
　一方では、ハウジングの内表面とロータのハウジング係合表面領域との間の干渉接触圧
力は、所望の圧力としてチャンバ内に搬送された流体を収容するために十分な大きさにな
り、他方では、接触力が大きいほど、ロータを所望の速度で回転させるために必要な動力
が大きくなって、ロータによってハウジングに加えられるトルクが大きくなる。開示され
た支持フレームを使用すればハウジングの容積を減少させ、又はロータの回転によるロー
タ軸線の回りの過度な歪みも抑えられてトルクを維持することができる。内表面はハウジ
ング係合表面領域によって可逆的に印加されてもよく、内表面に隣接するハウジングの壁
部は、その弾発性のために、或る程度、半径方向に拡張する傾向がある。支持フレームは
例示された特定のポンプが効果的に作動できるように、吸入口、吐出口、及びダイアフラ
ム部の位置をロータの軸線に対して適切に維持できる態様の実現を可能にする。
【００８７】
　幾つかの例示的なポンプアセンブリでは、支持フレームを取り付けることによって、吸
入部及び吐出部がそれぞれの流体搬送装置に結合するための結合機構から、流体漏れする
リスクを低減し得る態様も可能になる。
【００８８】
　特定の用途では、ポンプアセンブリにとって大きさはできるだけ小さくし、一方でポン
プの最大速度は可能な限り高いことが望まれる。特に、形成されたチャンバ形成表面領域
は、ロータの半径方向に深くとれる方がよい。ロータの回転速度を比較的高くするために
は、ダイアフラム部を複雑な方法を使って比較的高い周波数で撓ませる必要がある。この
目的のために、ダイアフラム部をより薄くすれば、可撓性を増加させ得るが、その厚さに
は下限があって、ダイアフラム部及びハウジングの残りの部分を成形する方法に基づく、
単一の一体的なユニット、及び／又はダイアフラム部が破れる危険性が伴う。そのために
、より柔らかい材料及び／又はより低い弾性率を有する材料からダイアフラム部を成形す
るアプローチがあってもよい。しかしながら、ハウジングの残りの部分も同じ材料から形
成されるので、ハウジングの柔軟性には事実上限界がある。即ち、使用時に接触するロー
タの表面に応じて多少の膨張や歪みが生ずるが、回転するロータによって生ずるフープ応
力を維持するには、十分な剛性が必要になるからである。ハウジングの可撓性が高いほど
、特にポンプが比較的小さくなると、吸入部と吐出部を管状の流体搬送装置に接続する作
業が大きな挑戦課題となる。開示された例において、この課題は剛性の十分に高い支持フ
レーム又はケーシングを使用することによって解決される。使用時には、ハウジングは大
きく変形することができ、フレームは、吸入部及び吐出部を収容し、固定するための外部
骨格として機能することになる。
【００８９】
　本明細書で使用される特定の用語及び概念について以下に簡単に説明する。
【００９０】
　本明細書で使用されるように、略円筒形又は円錐形を有し、従ってある程度円筒対称性
を示すポンプ又はポンプ部の例示的な構成において、要素間の空間的関連性を説明するに
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は、円筒座標系に関連する用語が都合良く使える。特に、「円筒形」又は「長手方向」軸
線は、一対の対向する端部のそれぞれの中心を結ぶ線上にあり、本体又はその一部は、こ
の軸線の回りで或る程度の回転対称性を有している。長手方向軸線に垂直な平面は、「横
方向」又は「半径方向」平面と呼ばれ、長手方向軸線からの横方向平面上の点の距離は、
「半径方向距離」、「半径方向位置」などと呼ばれ得る。横方向平面上の長手方向軸線に
向かう方向又は離れる方向は、「半径方向」と呼ぶことができる。「方位角方向」という
用語は、長手方向軸線の回りにあって、円周から横方向面上にわたる方向又は位置を示す
。
【００９１】
　本明細書で使用されるチャンバは、流体を吸入口から吐出口に移動するために使われる
ポンプのロータに形成される凹部又はキャビティである。ロータの1回転中に輸送できる
流体の最大質量は、ロータ内の１個又は複数のチャンバの数及び体積、並びに流体の密度
に依存する。患者への流体の注入など医療目的でポンプが使用される場合に、チャンバは
実際に注入される流体の最小の注入量である。例えば、ポンプは特定の量の薬物又は他の
薬物を流体の形態で投与して、患者の血液中の薬物のレベルを増大させるために使用され
る。
【００９２】
　デューロメータ又はショア硬度は、材料、特にポリマー、エラストマー及びゴム材料の
硬度を表すための尺度の１つである。硬度は永久歪みに対する材料の耐性として定義する
ことができる。ショア硬度ＯＯ、ショア硬度Ａ及びショア硬度Ｄのようにショア硬度には
様々なスケールがあるが、スケール間での直接変換はない。
【００９３】
　本明細書で使用されるプラスチックは合成樹脂と呼ばれ、熱硬化性樹脂と熱可塑性樹脂
に分類される。熱硬化性樹脂としては、フェノール樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂
、シリコーン樹脂、メラミン樹脂などがあり、熱硬化すると再び軟化することはない。熱
可塑性樹脂にはＰＶＣ（ビニルとも呼ばれる）、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロ
ピレンがあり、これらは加熱により再び軟化することができる。ＰＶＣは塩素と炭素を含
む熱可塑性樹脂である。エラストマー材料は、比較的高い粘度及び弾発性を示すポリマー
材料であり、一般に比較的低いヤング率及び高い破壊歪みを有する。ゴムはエラストマー
材料の一例である。室内温度（約２０℃～２５℃）では、エラストマー材料は比較的柔ら
かく、容易に変形することができる。
【００９４】
　本明細書で使用される場合に、物体の剛性（硬さと表現される場合もある）は外力によ
る変形に抵抗する能力である。剛性を有すると記述される物体は、所定の力が加えられた
場合の変形は比較的わずかであり、可撓性又は柔軟性として記述される物体は、力を加え
ると比較的大きく変形する。剛性（及び柔軟性）は物体の特性であり、材料そのものの特
性を指すものではない。一般にその特徴は、物体に含まれる材料及び／又は物体の形状及
び体積に依存する。剛性は外因性の特性の一例である。材料の持つ特性、例えば弾性率及
び硬度は材料固有の特性と呼ばれる。
【００９５】
　本明細書で使用される場合、「弾発性のある」と記載されている材料、物体又は機構は
、外力がもはや加えられなくなると、その元の形状又は構成に戻ることができる。それは
、弾発性を有する又はばねのような挙動を示し、或る力の範囲に亘って可逆的に変形可能
である。材料に適用されるとき、「弾発性」は材料固有の特性であり、弾発性材料は、そ
れに加えられる力の範囲内で弾発性を示す。本明細書で使用される場合に弾発性材料は、
混合物の結果として弾発性を示すものであれば、混合物から成る材料であってもよい。
【００９６】
　本明細書で使用される場合、物体の「ねじり変形」又は単に「ねじり」は、それに加え
られるトルクに対するねじり応答を示す。
【００９７】
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　本明細書で使用されるＶｉｔｏｎ（登録商標）の商品名で市販されているフッ素系エラ
ストマー材料には、ＦＫＭのＡＳＴＭ Ｄ１４１８及びＩＳＯ １６２９の名称で分類され
た合成ゴム及びフッ素系ポリマーエラストマー材料が含まれる。これらには、ヘキサフル
オロプロピレン（ＨＦＰ）とフッ化ビニリデン（ＶＤＦ又はＶＦ２）とのコポリマー、テ
トラフルオロエチレン（ＴＦＥ）、フッ化ビニリデン（ＶＤＦ）及びヘキサフルオロプロ
ピレン（ＨＦＰ）のターポリマー並びにある種のパーフルオロメチルビニルエーテル（Ｐ
ＭＶＥ）が含まれる。 フルオロエラストマー材料のフッ素含有率は６６％～７０％であ
る。

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】

【図１Ｄ】
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【図１Ｅ】

【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図３Ｃ】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】
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